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は じめに
会計における利益計算においても、税法における課税所得計算においても、資本金が利益及び所
得を構成しないことは明らかであり、資本取引から利益及び所得が生じないことは疑う余地はない
しかしながら、資本取引とは何かについては、必ずしも統一的見解があるわけではなく、わが国で
は資本剰余を示す用語が三つあり、それぞれ異なる意味で使われている。
資本取引から生ずる剰余について、「企業会計原則」は資本剰余金、商法は資本準備金、税法は資
本積立金とそれぞれ用語が異なりその内容を異にする。資本剰余金は、企業の継続性を前提に給付
能力を維持すべきものとして資本の剰余を考えるのに対し、法律上の資本取引概念は資本提供者又
は資本拠出者との関連で資本の剰余を捉えようとする。
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法人税法は、基本的に商法上の資本準備金に依拠しながら、資本等取引とされるものは課税所得
計算上益金及び損金から除外されることを明らかにする。この資本等取引の中に資本等の金額が含
まれ、資本等の金額は資本金額と資本積立金から成る。贈与剰余金は、資本積立金ではないという
理由で益金として認識されるが、果たして益金として認識することが正しいか否かは税務会計学的
に検討する必要がある。
I. 資本金及び資本剰余概念 ト1.
「企業会計原則」の資本剰余金
「企業会計原則」は、資本剰余金とは資本取引から生じた剰余金であり、損益取引から生じた利益
剰余金とは明確に区別しなければならないとする。資本取引から生ずる資本剰余金とは（1）、払込資
本に属するもの、贈与資本に属するもの、資本修正に属するものから成り立つが、株主によるもの
だけでなく、「誰が拠出したものであれ、企業として維持しなければならないもの(2)」を意味する。
この維持すべき資本剰余金と七で、払込資本から生ずるものに株式払込剰余金、減資差益、合併
差益があり、贈与資本に属するものに資本的支出に充てられた国庫補助金、建設助成金及び工事負
担金、資本補填を目的とする私財提供益又は債務免除益があり、資本修正に属するものに貨幣価値
の変動に基づき生じた保険差益、再評価積立金、会社更正及び整理等に基づき生じた固定資産評価
差益等がある。旧［企業会計原則］はこれらのものを資本剰余金としていた。
すなわち、資本剰余金とは「元本たる資本のうち、資本金以外の部分であって、それは資本金と
同様、会社内部に維持すべきことが要請され、したがって、その性質上、配当・役員賞与その他名
目のいかんを問わず、外部に流出・処分してはならないものである。(3）」
このように、資本剰余金とは資本金でぱないが資本と同様に資本循環過程に投下されるものとし
て維持拘束されるべきものをいう。
しかし、商法監査と証券取引法監査における監査の統一化の必要性を契機として、「企業会計原
則」と商法との調整が図られ、資本準備金以外の資本剰余金は株主総会の決議を経て［その他の剰
余金］の区分に記載されるこ とになった。財務諸表規則は、「その他の剰余金」をその他の資本剰余
金、任意積立金、当期未処分利益の三区分とすべきことを規定する。これは、「少しでも『企業会計
原則』の考え方を制度の中に残そうとする配慮がみられる。(4）」ともいえる。
［企業会計原則］としては、資本と利益の区別の原則を謳っている一般原則三との整合性から、
商法に同調せず、利益と区別されるべき資本剰余金概念を明確にすべきであり、理論規範性の立場
を堅持すべきであったように思われる。加えて、昭和49年の修正にあたり注解【注24】を新設し、
国庫補助金、工事負担金等によって取得した資産について、国庫補助金、工事負担金等に相当する
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金額をその取得価額から控除することができるとしたことは、国庫補助金、工事負担金等の資本性
を否定し、且つ商法上抵触する虞れがある税法固有の圧縮記帳を「企業会計原則」が安易に是認し
たことになり極めて問題といえる。
2. 商法上の資本準備金
商法上、額面株式の発行による法定資本制度は存在していたが、資本剰余という概念はなかった。
昭和25（1950）年の商法改正により、アメリカの制度にならって、無額面株式の発行及び資本剰余
たる資本準備金制度が導入された。当初の資本準備金は5 項目列挙されていたが、第3 号の財産評
価益は昭和37（1962）年に削除され、第2 号の無額面株式の払込剰余金は第1 号に統合されたため
昭和56（1981）年に削除され、現在の商法第288条ノ2 は第1 号で株式払込剰余金、第4 号で減資差
益、第5 号で合併差益の三つを列挙する。
商法改正にあたって、資本準備金の列挙を増加する方法又は例示にする方法などが検討されたが、
「資本取引の概念が法的に未だ明確につかみ得ないことから、これを採用するにいたらなかったし、
源泉の種類を若干増加すること（資本的支出にあてだ国庫補助金、工事負担金、再建設資金に充当
した保険差益）も審議されたが、これらの概念の不明確や日常生ずる事柄でないことなどの理由で
この増加は認められなかった(5)」という。
商法上の法定資本制度は、株式会社における資本維持及び資本充実の原則から必要であり、それ
はまた株主への配当等の請求権の単位として法論理構成がなされるところから、法定資本に準ずる
とされる資本の剰余を株主保護の観点から明確に概念づけることは困難であったといえる。した
がって、商法上の資本準備金は、株主の拠出した資金を源泉とするものに限ることとし、資本金に
組み入れなかった株式払込剰余金、損失補填のため資本金を取り崩した結果として生ずる減資差益、
合併に よって生ずる差益を現物出資と捉えることによる合併差益に限定することにした。
その他の資本剰余金は、商法上資本金及び資本準備金に該当しないため未処分利益を構成するが、
株主総会の承認を得て任意積立金として拘束することが可能となる（計算書類規則第35条第2 項）。すな
わち商法は、その他の資本剰余金をもって株主の配当可能利益を法的に前もって減少拘束するので
はなく、資本剰余として積立てるか否かの決定を株主総会の決議に委ねたことになる。
3. 税法上の資本積立金
法人税法は、法人そのものを出資者の集合体として捉え、資本取引という概念も出資者による払
込剰余金に限定する。「すなわち、資本の払込以外のいっさいの純資産の増加原因を原則として課
税所得に含め、特定のもののみを法の明文をもって課税除外の対象とする。(6）」資本等取引に該当す
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るものは、課税所得の計算上益金及び損金を構成しない。資本等取引とは、「法人の資本等の金額の
増加又は減少を生ずる取引及び法人が行 う利益又は剰余金の分配（商法第293 条 ノ5 第1 項（中 間
配当）に 規定する金銭の分配を含 江 ）をい う。」（法人税法第22条第5項）とされる。
資 本等 の金額とは、［資本の金額又は出資金額と資本積立金との合計額をい う。］（法人税法第2条第1
項第16号）とし、同条同項第17 号で資本積立金とは次に掲げ る金額で法人が留保 している金額の合計
額をい うとする。
① 株式払込剰余金
② 協同組合等 の加入金
③ 減資差益
④ 再評価積立金
⑤ 合併差益金の うち被合併法人の資本積立金及び合併減資益金から成る部 分の金額
⑥ 持分の定めのない医療法人の設立基金
「資本の金額」とは商法上の法定資本金を意味しているから、税法上限定列挙されている6 項 目
の資本積立 金も合併差益を除き商法上の資本準備金と類似したものであ り、例外的に再評価積立金
を含むものの、資本積立金とは 「資 本主の拠出資本のうち法定資本以外の部分をい う。(7）」と定義す
ることができる。 づ
法人 税法 が資本等を株主の拠出資本に限定しているのは、法人個人一体説に因って いるからであ
り、かかる「法人本質観を前提とす る限 り、そ の論理的帰結として、出資者自らの拠出分と、その
増殖分とを峻別し、前者を資本とし て課税せず、後者を所得として課税するとい うことになる。(8)」
したがって、資本積立金以外の剰余金である国庫補助金、建設助成金、工事負担金、保険差益、
私財提供益及び債務免除益などの 「その他の資本剰余金」は、課税所得の計算上益金として扱われ
る。しかし、資産獲得のための資金に対して資産獲得時に課税することぱ担税力 の指標としての課
税所得計算上問題があるので、圧縮記帳処理が認められている。圧縮記帳処理とは、圧縮限度額の
範囲内で当 該資産の帳簿価額を 損金経理に より減額したときはそ の減額した金額を損金に算入する
とい うもので、実質的には課税の繰延べである。
圧縮記帳については、国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入（法人税法則2 条）、
工事負担金 で取得した固定資産 の圧縮額 の損金算入（法人税法第45条）、非出資組合の賦 課金 で取得し
た固定資産等の圧縮額の損金算入（法人税法則6条）、保険金等で取得した固定資産等の圧縮 額 の損金
算入（法人税法第47条）、交換により取得した資産の圧縮額の損金算入（法人税法第50条）、特定の現物出資
により取得した有価証券の圧縮額の損金算入（法人税法弟i条）の規定がある。
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n. 資本 剰 余 と さ れ る 贈与 剰余 金 の課 税関 係1.
贈与の資本剰余金性
贈与剰余金 とは、株主から自己株式の贈与を受け、これにより減資をしたとき、又は転売をした
とき、株主 から私財の提供又は債務免除を受けたとき、株主以外の個人又は他社から私財の提供又
ぱ債務の免除を受けたとき、国等から無償に よる資産提供又は補助を受けたときに生ずるものであ
るが、これらが利益ではなく資本剰余であることを 「意見書」は次 のように提言する。
イ 株主の会社に対する贈与（私財提共及び債務免除を含む。）は、通常会社の財産整理または
欠損填補のため行われるものであるが、そ れは法的に資本払込 の方法に よらない資本の補填の
方法であって、追出資 とみなすべきものであり、これを収得した企業にとっては資本剰余金の
発生を意味す るものである。株主以外の者に よって贈与がなされたばあいにおいても、資本補
填の性質を有するものについては、これを資本剰余金に算入し、益金に算入しないことが会計
上一般に認められた原則である謬］
これによると、株主の株主の地位に基づ く贈与は払込資本と同じであるから資本剰余金となり、
株主以外の者による贈与もそ れが資本の補填の意味で贈与される限 り資本剰余金であるとするレ さ
らに、会計上贈与剰余金が資本剰余金に該当するか否かは基本的に贈与者の意思による。
「贈与剰余金を資本剰余金とするか利益剰余金とするかの決定は、会計学上一般に、贈与資
産の使途ではなく、贈与者の意図にしたがってなされるべきものと考えられている。したがっ
て、贈与者 の意図が贈与資産を受贈者たる会社の資本の一部 として用いることにあるとすれば、
この場合の贈与剰余金は資本剰余金として処理されることになる。一方、贈与の目的が営業補
助、利子、配当等の補給にあるとすれば、この場合の贈与剰余金は利益剰余金として処理され
ることになるざ ）」
しかし、法的観点 （商法上の配当概念、税法上の公正な課税所得概念）からすれば、贈与者の意
図に よって資本か利益かの決定がなされるとするのは会計処理の恣意性を認めることになり単純に
容認すべきものではない。会計理論的にも、それが払込資本と同様に実質的に機能するから資本剰
余金であると主張すべきであろ ‰ なお、欠損填補に充当するための私財提供又は債務免除等 の贈
与が、資本剰余金どなるためにはそ の欠損の内容が単なる損失ではなく、資本を取崩して充当しな
ければならないほ どの損失でなければならないし、債務 の免除も債権の行使をしても回収できない
とト う明確な根拠が必要である。
ア メリカのGAAP （GenerallyAcceptedAccountingPrinciples ） では、 資本 の部は資本金
（Capitalstock) 、資本剰余金（Paid-incapital ）、留保利益(Retainedearnings) の三つに分かれ、
資本剰余金の源泉として通常次のものがあげられる几
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① 株式払込剰余金（excessofparorstatedpaidforcapitalstock ）
② 自己株式売却益（saleoftreasurystock ）
③ 新株引受権付証券 の発行（theissuanceofdetachablestockpurchase ヽwarrants）
④ 受贈資産（donatedassets ） ・
⑤ 会社 の整 理又は 準 更正 に よる資 本修正（capitalcreatedbyacorporatereadjustmentorquas
トreorganization)
以 前は資本 剰余金 としてCapitalSurplus の用 語 が使 わ れて い た が 、 現 在 は むし ろPaid-inCapital
とい う用語に統一されている。というのは、CapitalSurplus が法定資本の概念から逸脱し独
自の拡大概念につながるところから、資本剰余の本質を払込資本に限定し、Paid-inCapital 概念に
含 まれ る も の だけ に 限 っ て資 本 剰 余金 と 認識 し よ う とす るPaid 一inCapital(ContributedCapital
）を、capitalstock とadditionalpaid-incapital に区 分す る方 法 もあ るが、こ の場合で もadditionalpaid-incapital
は払込資本に準ずる資本剰余を意味し、留保利益（retainedearnings ）と
は明確に区別される(12)。
アメリカにおいては、株主からの自己株式の受贈、それに よる減資又はその売却はすべて資本剰
余金（paid-incapital ）であり、その他に受贈資産（donatedassets ）及び資本 修正が含まれてい る
が、債務免除益は含 まれていない。
2. 贈与剰余金の課税関係
法人税法は、「益 金の額に算入すべき金額は、別段 の定めがあるものを除き、資産の販売・・・・
無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のもの に係る当該事業年度の収益の額とす
る。」（法人税法第22条第2 項）と規定する。したがって、資本積立金に該当しない贈与剰余金は「無償に
よる資産の譲受けその他の取引」に該当し、公正な市場価額又は経済的利益の実質価額に基づいて
益金に算入される。
しかしながら、課税所得計算における課税所得（taxableincome ）概念は純所得（netincome ）概
念であるから、益金・損金対応性の認識原理が作用する。もし、私財提供益又は債務免除益が商法
規定による資産整理開始の命令に基づき行われ、欠損填補に充てら れるときはその欠損金額を損金
として算入すべきである。法人税法は次のように規定する。
「商法の規定に よる整理開始の命令かあったことその他これに準ずる政令で定める事実が生
じた場合において、その内国法人が、当該事実が生じたことに伴いその役員若しくは株主等で
ある者若しくはこれらであった者から金銭その他の資産の贈与を受け、又は当該事実の生じた
時におい てその内国法人に対し政令で定める債権を有する者から当該債権につき債務の免除を
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受けるときは、受ける日の属する事業年度前の事業年度において生じた欠損金額で政令で定め
るものに相当する金額のうち、その贈与を受けた金銭の額及び金銭以外の資産の価額並びにそ
の債務の免除を受けた金額の合計額に達するまでの金額は、当該事業年度の所得の金額の計算
上、損金の額に算入する。」（法人税法錨9条剃項）
上記に規定する政令で定める事実及び政令で定める債権について、法人税法施行令第117 条は次
の四項目をあげる。
① 商法の規定による整理開始の命令があったこと。その整理開始前の原因に基づいて生じた債
権
② 破産法の規定による破産宣告があったこと。同法第15条に規定する破産債権
③ 和議法の規定による和議の開始決定があったこと。同法第41条に規定する和議債権
④ 前三号に掲げる事実に準ずる事実があったこと。当該事実の発生前の原因に基づいて生じた
債権
前三号に掲げる事実に準ずる事実とは、その他法律の定める手続きによる整理、主務官庁の指示
に基づき再建整備のための一連の手続きを織り込んだ一定の計画のもとに行う資産の整理、債権者
集会により決定された資産の整理などが含まれる。特に、債権者集会の資産整理にういて通達は次
のように述べる。「例えば、親子会社間において親会社が子会社に対して有する債権を単に免除す
るというようなものでなく、債務の免除等が多数の債権者によって協議の上決められる等その決定
について恣意性がなく、かつ、その内容に合理性があると認められる資産の整理があったこと。］
（法人税基本通達12-3－1（3））
このように、法人税法においては、贈与剰余金は受贈益を構成し受贈益は益金として認識される
が、特定の法的事実の生起に対して損失補填が法的又はそれに準ずる手続きにより行使される場合
に限り損金算入を認めている。
すなわち、債務免除は債権者による債権の放棄であるから、その法的及び会計的性格は私財提供
による贈与とはその性格を異にする。債権の放棄は会計的には貸倒損失となる。税法上の貸倒損失
の認定は回収不可能をその要件とするから、弁済能力がなく将来においても回収不能の場合の債権
放棄は貸倒損失となる。一部又は全部の回収が可能にもかかわらず債権を放棄する場合には経済的
利益が移転したと認識され贈与認定が行われる。役員又は従業員に対する債権が放棄された場合に
は報酬若しくは賞与又は給与と認定される。
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Ⅲ。裁決事 例にみる 債務免除益の課税関係{13)
ト 事件の概要A
社は、ゴム製品製造業を営む同族会社である。A 社は100％出資の米国子会社C 社の1979年3
月7 日の$700,000 の増資にあたり、同社に対する長期貸付金＄1,420,000のうち、$700,000 を増
資払込金に振替充当する取引を行い、1979年3月の確定決算において子会社株式勘定に追加計上す
る一方、子会社株式の評価換えを行い、その評価損として＼180,491,500を損金経理するとともに、
同額を同期の法人税確定申告書別表四において所得金額に加算した。その後、A 社はC 社の資産状
態が著しく悪化したことにより、前期の自己加算していた子会社株式評価損＼180,491,500を1981
年3月の法人税確定申告書別表四において所得金額から減算した(14)。
2. 原処分庁の更正処分
原処分庁は、本件の取引は増資に係るものとは認められず、貸付金の一部を増資払込金へ振替充
当したことは債務免除益であり、C 社に対する寄付金に該当すると判断した。したがって、1979年3
月に納付すべき法人税額を減少し、1981年3 月期についてはA 社が所得減算した子会社株式評価
損＼180,491,500は、存在しない株式に対する評価損であるとしてこれを否認する更正処分を行っ
た(15)
3. 請求人A 社の主張
請求人A 社は、これは増資取引であり債務免除益には該当しないと主張した。本件増資取引は、A
社の取締役会及び日本銀行への届出を経て適正に行われており、A 社はC 社が請求人の指示通りに
適正に増資手続きを完了したものと認識して、1979年3 月31 日に$700,000 に相当する ＼169,645,000
を子会社株式勘定に振替経理したものであって、寄付金には該当しない（16)
ところ で、請求人がアメリカでの子会社C コーポの経理処理を調査したところ次のことが判明し
たという。
「増資払込金700,000US ドルは、米国の会計慣行及び内国歳入法（INTERNALREVENUECODE
をいい、以下「米国歳入法」という。）の規定にそった米国特有の『株式の発行を伴わな
い増資』として請求人からコーポの資本に対して拠出されたもの、つ まり法人の資本への拠出(contributedtocapital
）であるとし、請求人があら かじめ指示した表示資本（statedcapital ）
の増 加を さ せるこ とな く、資本 増加を予 定した資 本剰 余金勘定 、す なわちcapitalsurpluscontributed
と題する新勘定に繰 り入れられてい ることが判明したノ ）」
このC 社の会計処理から判断すれば、本件増資取引は、増資手続完了 までのいわば資本に充当す
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るための金員の拠出，すなわち，表示資本金に振替わるまでの通過勘定としての拠出資本充当金と
解釈できる資本取引であって損益取引でぱないから，その振替充当額は寄付金には該当しないとい
う。
なお，仮に，本件増資取引に係る$700,000 に相当する＼169,645,000が子会社株式勘定の取得価
額に算入されないとしても，A 社が1979年3 月期の法人税確定申告書別表四において所得金額に加
算した子会社株式評価損￥180,491,500は次のように訂正すべきことになるから，1981 年3 月期に
おいて損金の額に算入した子会社株式評価損￥180,491,500 のうち，拠出資本充当金としての
￥169,645,000を除く＼10,846,500は，c 社の資産状態が著しく悪化していることから，子会社株
式評価損と七て認められるべきであると主張した(18)。(
借方)( 貸方)
拠出資本充当金169,645,000 子会社株式評価損180,491,500
子会社株式評価損10,846,500
4. 原処分庁の主張A
社のアメリカ子会社であるC 社の授権株式数は無額面株式30,000 株であって、そのすべてが設
立当初に発行済みであ り、その対価の額$300 バ）00は払込済みである。その後、C 社におし て増資新
株が発行され、本件貸付金の額$700,000 がその増資新株の払込みに充てられた事実はない。C
社は、A 社からの借入金$700,000 のすべてを次の処理に より資本剰余金に繰 入れている が、
この資本剰余金への繰入れは、増資払込 み以外の事由、すなわち、アメリカ歳入法第118 条に規定す
る「法人の資本に対 する拠出」に よるものであり、この場合、C 社が受領したA 社からの拠出金は
同条の規定に より総益金に算入されない ものとされている。しかし、A 社は内国法人であるから、
我が国の法人税法が適用されることになる。
我が国の法人税法は、［資本等取引］については課税関係を生ぜしめないことにしてい るが、この
「資本等取引」とは資本等の金額の増加又は減少を生ずる取引等をい う（法人税法第22条第s項）とされ
ているから、「資本等取引」としての資本積立金額が増加又 は減少する取引は、増資又は減資を伴う
取引に限られ 乞ことになる。C 社の資本剰余金の増加は増資取引に よるものでぱないから、A 社の
行った資本拠出は我 が国の法人税法上の「資本等取引」に該当しないものと認められる。
以上の理由から原処分庁は次のように主張した。F
本件増資取引はコーポの累積欠損を一掃するため請求人が コーポに対して有する本件貸付金
の額につ き債務の免除をし、コーポがその債務免除益を資本剰余金に繰 り入れた取引と認める
のが相当であって、本件貸付金の額の円換算額 ＼180,491,500 はコーポに対す る寄 付金の額に
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該当する。
したがってまた、請求人が昭和56年3 月期において損金の額に算入した子会社株式評価損
＼180,491,500は、存在しない株式に対する評価損となるから、これを損金の額に算入するこ
とはできない／)」
5. 国税不服審判所の判断
このような両者の異なる主張に対し、国税不服審判所は調査の結果次のような事実関係が判明し
たとする。A 社は、取締役会においてC 社に対して$700,000 の増資をし、その原資は請求人のC 社
に対する長期貸付金 の一部を充てるとともに、1月以内に$700,000 の減資をし累積欠損約$700,000
を一掃することを決議した。しかし、C 社は親会社の指示に よる増資及び減資をせず、これらの手
続きを簡素化した アメリカ特有の制度である法人の資本への拠出として資本剰余金勘定に受入れ処
理をした。
アメリカの資本調達方法として、通常の株式発行による増資のほかに株式 の発行を伴わない増資
が可能であ り、この場合には株式は発行されず、その払込金は全額加入金として資本剰余金に繰 り
入れられる。 アメリカの歳入法では、かかる払込金は法人の資本に対する拠出として扱われ、総益
金には算入しないものとされている。
アメリカ会社法(BusinessCorporationAct ）に よれば、資本剰余金（capitalsurplus）とは、利
益剰余金（earnedsurplus ）以外のすべての剰余金をい うものと定義され、その使用に関しては、剰
余金の資本組入、優先株に対する資本剰余金からの配当支払い、欠損填補に充当できるとされてい
る。この規定は、我が国の商法第289 条イ法定準備金の使用）と内容を同じくする。また、アメリカ
の会計慣行によれば、資本剰余金の取崩は、資本剰余金の表示資本への組入れは別として、発行価
額を超えて資本の払戻しをしたとき、繰越欠損金一掃のための準更正（quasireorganization ）に限
定される（20）。
国税不服審判所 は、以上を勘案して、アメリカにおけ る資本剰余金の使用に関する規定は、我が
国の商法上の資本準備金に関する規定とその内容において大きな差異はないとし、C 社の処理した
本件資本剰余金はそ の実質において我が国の商法上の資本準備金に該当すると判断した(21)。
審判所は本件を増資取引であるとし、C 社の資本の増加かおり、それだけ純資産の増加があった
ことは事実であるから、本件増資取引に係る請求人の支出金が直ちに損金となるべき筋合い のもの
ではな く、C 社に対する投資価値の増加として子会社株式勘定に追加計上すべきものとした。した
がって、A 社が計上した￥169.645,000 はA 社の保有するC 社株式の修正と解するのが相当 である
とする。
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C 社の株式は、非上場株式であり、気配相場のある株式でもないから、評価損の計上要件である
法人税法施行令第68条第2 号口に規定する「有価証券を発行する法人の資産状態が著しく悪化した
ため、その価額が著しく低下したこと」という規定が適用される。その具体的判断要件は、法人税
基本通達9 －1 －9（2）による「当該事業年度終了の日における当該有価証券の発行法人の1 株又
は1 口当たりの純資産価額が当該有価証券を取得した時の当該発行法人の1 株又は1 口当たりの純
資産額に比しておおむね50％以上下回ることとなったこと」に該当するか否かによる。なお、同通
達9 －1 －7 及び9 －1 －10によれば、「かつ、近い将来その価額の回復が見込まれないことをい
うもの」としている。
これを本件について適用すれば、取得時のC 社の1 株当たり純資産額は$33.33 であり、それが1981
年3 月期には$1.35 であるから、その低下比率は96％にもあたる。故に、C 社株式の帳簿価額
＼257,845,000と時価￥8,520,000との差額￥249,325,000の範囲内の金額￥108,491,500を子会社株
式評価損として損金の額に算入したことは適法であり、更正処分の全部を取消すべきであるとした。
6 ．アメリカにおける課税関係
アメリカにおける法人所得課税（corporationtax）は、原則として一般に公正妥当と認められる
会計基準（generallyacceptedaccountingstandards ）に従って計算されることを前提とする。
資本剰余金について乱 課税除外とされる資本剰余に何か含まれるかについては、原則として会
計上の公正な会計処理に従うことになる。会計上、債務免除益は資本剰余金には含まれないため、
連邦所得税（FederalIncomeTax ）上 も原則として他 の経 済的利益 と同様に総益金（grossincome
）を構成する。「所得は現金の受領に限定されるものではなく、資産、用役及びその他のいか
なる経済的利益（anyothereconomicbenefits ）の受入れにも及ぶ。例えば、債務が免除されると
き、又は資産を公正市場価値（fairmarketvalue）より低い価額で購入するとき、納税者の所得が認
識される。(22)」
受贈資産については、それが資本の増加と認められる限り資本剰余であり課税除外とされる。こ
の点について、IncomeTaxRegulation は法人に対する資本贈与（Contributionstothecapitalofacorporaton
）と題して次のように述べる。
「法人の場合、第118条は資本に対する貨幣又は資産の贈与（anycontributionofmoneyorproperty)
に関しては総所得から除外すると規定する。このように、法人が事業遂行上追加資
金を必要とし、株主による任意割当て方式によって資金を獲得するなら、当該法人の発行株式
になんら増加をもたらさないにもかかわらず、その受領額が剰余金勘定又は特別勘定（surplusaccountorspecialaccount
）に貸方記入されても、かかる金額は所得を構成しない。その場
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合、当該拠出額は本質的に個々の株主に より所有 されている株式の割付け であり払い込まれた
追加額を意味するから、企業 の運転資 本への追 加及 び運転資 本 の一 部分（asanadditiontoandasapa
けoftheoperatingcapital ）として扱われることになる。第118 条は、また株主以外
の者による資本への贈与にも適用される。例えば、この課税除外規定は、特定の地域に企業を
誘致す る目的又は事業規模拡大の目的で政府又は民間団体に よる上地又はその他の資産の贈与
（thevalueoflandorotherpropertycontributedtoacorporation ）に対しても適用される。
しかしながら、この課税除外の規定は、提供される財貨・用役の対価とし て譲渡される貨幣若
しくは資産又ぱ生産を制限させるために支払われる補助金には適用されない(23)」
このように、 アメリカの資本剰余非課税の範囲は、会計におけ る資本剰余金概念に依拠しており、
贈与剰余金については原則として総益金に含めないとしてい る。通常、かかる贈与は株主によって
行われるものであ り、株主に よって行われる限 り、それは資本への追出資とみるのが妥当だからで
ある。しかし、株主以外の者による贈与についてもこの考え方が適用され、それが財貨 ・用役の対
価又は経費補助でない限り、資本剰余として総益金を構成しないとされる。
したがって、子会社であるC 社に対する債務免除益が直ちに資本贈与となるか否かについては問
題があるが、少な くともこれが贈与として認定されれば、 アメリカにおいては課税除外とされる。
7. 我が国における課税関係 レ
我が国におけ る資本剰余の概念は、商法上においても税法上においてもかな り限定されている。
したがって、もしこの子会社がアメリカの会社ではなく我が国の会社であったなら、 債務免除益は
課税総所得 として認定され、それが株主の地位に基づく贈与と認定されたとしても、資本積立金を
構成するものでは ないから経済的利益の認定に基づき益金として課税対象とされる。
問題は、なぜ累積赤字を一掃するために債務免除益を充当しないで、これを増資資金にまわし、
減資をして累積赤字に充てようとしたのかである。おそら く、債務免除益に よる益金算入を回避し
ようとしたものであろ う。 しかし、本来債務免除に よって資金が積極的に増加するわけ ではないか
ら、増資にあたっては債務免除ではなく、払込みをしなけ ればならない。いず れにしても、我が国
においては、払込剰余金は資本への払込金額のうち資本金に組入れなかった部分として生ずるので
あって、株式の発行を伴わない払込金に対して全額資本剰余金として認識する法制度は存在しない
し、 まして未発 行の株式に対して評価損を計上することはできない。
債務の免除は債権者にとっては債権の放棄であるから、債権の放棄は基本的に貸倒れが原因とな
る。我が国の貸 倒損失の認定は回収不能を要件とする。法的に切捨てが確定した場合にのみ、その
事実の発生した年度におけ る貸倒れとして損金算入される（法人税基本通達9－6－1 ）。 債務者 の資産
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状況，支払能力等からみて貸金の全額が回収できないことが明らかになったときは，損金経理によ
り損金に算入することができるが，担保物がある場合は担保物を処分した後でなければ貸倒れの処
理ができない(同通達9－6－2)。一定期間取引停止後弁済がない場合等の貸倒れについては，備忘価
額を控除した残額を損金経理することにより損金に算入される( 同通達9－6－3)。
しかし，本件におけるA 社のC 社に対する長期貸付金は$1,420,000 でありそのうち$700,000 を
増資払込金に振替充当するという取引である。これは，貸倒れの問題ではなく返済能力があるにも
かかわらず債権の放棄をするものであるから，「金銭その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無
償の供与をした場合」(法人税法第37条第6項バこ該当し寄付金として認定される。この寄付金が，たと
えC 社の資本剰余金であるとしても，A 社の子会社株式勘定に追加計上されることはありえない。A
社の子会社株式勘定への追加計上は子会社であるC 社の資本金の増加と連動するものでなければ
ならないからである。A
社は，子会社株式＼88,200,000に資本剰余金に振替充当されたとする￥169,645,000($700,000)
を増加させて＼257,845,000と評価換えし，子会社の資産状態が著しく悪化したことを理由に評価
損￥180,491,500を損金経理しておきながら確定申告書において所得金額に加算した。所得金額に
加算したということは，確定決算上の評価損計上を自己否認したものであり，本来の株式評価損に
該当しないため自己否認したものと認められる。我が国の税務上の株式評価損計上においては，未
発行株式を所有株式に加算し未発行株式まで含めて評価損を計上することは認められていない。
ところで，A 社はこの点に関して次のように主張する。
「仮に，本件増資取引に係る$700,000 に相当する金額＼169,645,000がコーポ株式の取得価
額に算入されないとしても，請求人が昭和54年3 月期の法人税確定申告書別表四において所得
金額に加算した子会社株式評価損＼180,491,500は，次の仕訳のとおり訂正すべきことになる
から，請求人が昭和56年3 月期において損金の額に算入した子会社株式評価損＼180,491,500
のうち，拠出資本充当金としての＼169,645,000を除く＼10,846,500はコーポの資産状態が著
しく悪化していることから，子会社株式評価損として認められるべきである。(24)」
このように述べて,一旦損金経理した子会社株式評価損＼180,491,500を今度は ＼10,846,500に減
額している。子会社株式評価損は純資産価値の著しい下落に対して計上するものであるが，ここで
は一旦計上した評価損から資本充当金を控除したものを株式評価損として計上する。その点，計算
の一貫性がみられない。
現行の我が国の税制においては，経済的利益の供与たる寄付金が拠出資本充当額に含められると
する資本剰余概念の構成にはなっていない。
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IV. 株主による債務免除益及び私財提供益の非課税性1.
商法との関連
商法は、債権者保護の観点から物的会社である株式会社の計算において配当可能限度額規定（商
法第290条）を設け、純資産から控除すべきものとして資本金、資本準備金、利益準備金及び当期積
立利益準備金をあげ、開業費、開発費、試験研究費等の繰延資産が法定準備金を超える金額があれ
ばこれを控除した金額とすると規定する。
問題は、国庫補助金、建設助成金、贈与剰余金等は商法上維持拘束すべき資本とはならないから、
これらが配当された場合それは法形式上違法とはいえないことである。しかし、法実質的にみれば
明らかに違法と考えなければならない。本来維持すべき資本が維持されてこそ、債権者保護に繋が
るのであって、維持されるべき資本は株主によ、る拠出資本に限定されるものではないはずである。
贈与の意思が資本として拠出され、その意思に沿って資本として運用される限りそれは資本準備金
に含めるのが、資本維持の基本原則でなければならない。
資本準備金の中身を増加させることは、配当可能利益を減少させ、株主保護を貫徹できないとす
る見解があるが、本来維持すべき資本を維持すべきことが企業実体計算にとって必要不可欠であり
それが実質的な債権者保護及び株主保護に繋がることを再認識する必要がある。
2. 課税所得概念における担税能力性
現行法人税法は、商法の資本準備金に準拠した形で資本積立金を設定し、株式会社を株主集合体
とみて法人課税論を展開しているが、資本剰余としての資本積立金の範囲がきわめて狭いものに
なっている。
債務免除及び私財提供が直ちに経済的利益の贈与を理由に寄付金と認定し、相手方に対しては受
贈益として益金に算入するのはあまりにも形式的過ぎる。もっとも、現行法人税法第59条は、商法
の規定による整理開始命令等があった場合で、役員若しくは株主から私財提供又は債務免除を受け
るときは、その事業年度以前に生じた欠損金のうち私財提供益又は債務免除益に達するまでの金額
を損金の額に算入するという規定はあるが、これは資産整理という特殊な状況の中で、欠損金との
相殺を許容したものでしか過ぎない。
さらに、我が国法人税法上の寄付金概念は最広義の贈与概念に基礎をおいているため経済的な利
益の贈与又は無償の供与のすべてが含まれ、これら抽象的な概念の基に寄付金認定が行われている。
本件にみられる事例においては、株主の贈与を課税上どめように認識すべきかの問題を提起したも
のであり、不服審判所が判断したように、実質的には株主による追出資とみなすべきものである。
このように贈与を出資の形態とみると、それは資本剰余であり税法上は受贈益ではなく資本積立金
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として捉えるべきものである。
贈与剰余金を資本積立金とすると贈与者を株主に限定すべきか否かが問題となる。我が国の現在
の資本積立金概念からいえば、当面は株主による贈与に対しては資本剰余と考え課税対象から除外
すべきものと考えられるが、アメリカ税法のように株主以外の者による資本贈与に対しても本来課
税対象とすべきものではない。しかし、我が国の場合には圧縮記帳及び株主集合体説との兼ね合い
もあり、とりあえず株主に限定することになろう。
所得課税の本質は、担税力ある所得に対して課税するものであり、所得創出の原資たる資本に対
しては担税能力を認めないのが原則である。かかる資本剰余除外の原則に反して、経済的な利益の
無償供与をすべて総所得とみなして課税対象とするのは問題である。
おわ りに
本件の審理にあたって国税不服審判所は、アメリカでは「通常の株式発行による増資のほか株式
の発行を伴わない増資が可能であり、この場合には株式は発行されず、その払込金は全額加入金と
して資本剰余金に繰り入れられる（25)」という慣行があることから、この慣行による「本件資本剰余
金は、その実質において我が国の商法上の資本準備金に当たるものと思料される。・・・以上、そ
の実質において我が国の法人税法上の資本等取引に該当するものとして取り扱うのが相当と認めら
れる（26）」と述べる。
しかし、これは贈与剰余金を資本剰余として資本準備金及び資本積立金として認めるか否かの問
題であり、アメリカでは資本剰余として認められているが我が国では商法上も税法上も資本剰余で
はない。内国法人には、国内法が適用されるべきでその意味で裁決は妥当性を欠くものであるが、
配当可能利益に含まれない資本、課税適状にない資本そのものを再考すべき重要な示唆を与えてい
る。資本と利益の区別の原則は財務会計上重要な基本原則であり、課税上は真の課税所得とは何か
を解明する上で重要な問題である。
我が国の法人税率は諸外国と比較して高いことから、現在欧米並の法人税率34.5％に下げるため、
課税ベースを拡大する法人税制改革が行われているが、税収確保を前提とした改革ではなく、課税
所得概念そのものを理論的に十分検討する必要がある。その場合、所得と区別される資本概念を明
確にすることが肝要である。
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